
(１) 策定の目的・期間 (１) 用水供給水量

　　「長期財政収支見通し」の見直しを踏まえ、その実施計画として、施設管理計画及び財政管理計 　　　大山ダム供用後水源能力が強化され、河川の流況に応じ、海水淡水化施設の運転水量を調整す

　画からなる「財政収支計画」を策定する。 　　る効率的な水運用を行っているため、安定供給水量 258,100ｍ3/日を一日最大供給水量とし、

　　期間は平成30年度からは基幹施設の維持・更新の時代へと移行する企業団経営の転換期に当た 　　このうち海水淡水化施設の生産水量を 30,000m3/日とする。

　るため、平成29年度を最終年度とする3ヵ年(平成27～29年度)とする。 (２) 用水供給料金(現行料金体系どおり)

(２) 総括 　　〇用水供給料金　＝［基本料金＋使用料金］＋消費税法等に基づく税額を加算

　　｢財政収支計画｣の期間である平成27～29年度における経営状況は、概ね安定する見込みであり、 　　　◆基本料金：157円×基本水量(基本水量＝一日最大供給水量×調整率)

　用水供給料金の減免については、現行計画どおり実施する。 　　　◆使用料金：10円×使用水量

　　また、｢財政収支計画｣期間においては、持続可能な用水供給事業の実現に向けた将来の布石とし 　　〇基本料金の減免(現行計画どおり)

　て、管路整備計画に基づく事業実施計画や、現在検討中の施設更新計画など企業団の将来に向けた 　　　◆基本水量の調整率67.5％を継続する。

　検討を行う。 　　　◆大山ダム供用による企業団の増収分を減免する。

　　これらの検討結果と、今後確定する事業費や維持管理経費を踏まえ、平成29年度末を目途に、

　平成30年度以降の｢長期財政収支見通し｣を見直すとともに｢地域水道ビジョン｣の改定を行う。

(１) 水源開発　　　(事業費１，８６６百万円)

　　　安定的な用水供給の実現に向けて、平成29年度完成予定の五ヶ山ダムの建設を推進し、筑後

　　川の更なる流況安定化に向けて、小石原川ダム建設及び筑後川水系ダム群連携事業を促進する。

(２) 改良・更新　　(事業費２，０９６百万円) (３) 企業債

　　　牛頸浄水場の設備更新は設備ごとの更新計画により行い、海水淡水化施設の設備更新は、新技 　　　借入利息の軽減及び借入残高の縮減のため、平成27～28年度の企業債充当率を50％とし、

　　術の調査や情報収集を計画的に行うとともに、将来の水需要や構成団体全体の施設整備を踏まえ 　　平成29年度の企業債借入を行わない。

　　て検討する。 (４) 基金

(３) 耐震化　　　　(事業費５，８２１百万円) 　　　将来の改良・更新の財源として積み立てる基金は、見直し後の長期財政収支見通しにおいて、

　　　平成25年度策定の管路整備計画に基づき、警固断層対策をはじめ幹線整備区間の事業を推進 　　保有資金残高が不足する見込みであるため、積立を行わない。

　　するとともに、幹線管路についての整備工法や整備順位を定めるため、平成27年度に管路整備 (５) 経費

　　計画に基づく事業実施計画を策定する。 　　　改良・更新経費は、浄水場など施設の改良・更新計画、及び管路整備計画に基づく事業費を見

(４) 維持管理　　　(事業費１１，８４２百万円) 　　込んでおり、維持管理経費は、用水供給水量に応じた牛頸浄水場・海水淡水化施設の動力費・薬

　　　日常点検や定期点検を確実に実施するとともに、計画的な修繕及び効率的な運転を行う。 　　品費、計画的な修繕・点検等の経費、ダム管理負担金などを見込んでいる。

※年間供給水量は事故等による不測の事態を考慮し、供給協定水量(安定供給水量)の99％で計画している。 ※「年度末資金残」のうち「減債積立金ａ」は、翌年度の「減債積立金取崩額及び損益勘定留保資金ｃ」に

　　計上している。
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